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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の電極と、発光層を有する有機物材料膜と、ＩＴＯ膜を有する第２の電極とを有す
る有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法において、
　第１の電極を形成する工程と、
　発光層を有する有機物材料膜を形成する工程と、
　第２の電極を形成する工程と、を順に有し、
　前記第２の電極を形成する工程は、
　ＩｎとＳｎとを含む第１の金属膜を形成する工程と、
　前記第１の金属膜を、酸素ラジカルイオンを使ったプラズマ酸化法を用いて酸化し、Ｉ
ＴＯ膜からなる第１の金属酸化膜を形成する工程と、
を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項２】
　前記第１の金属膜を形成する工程は、非反応性スパッタリングで第１の金属膜を形成す
る工程であることを特徴とする請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製
造方法。
【請求項３】
　前記第１の金属膜は、窒素を含むことを特徴とする請求項１または２に記載の有機エレ
クトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項４】
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　前記第１の金属酸化膜は、窒素を含むことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項
に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項５】
　前記第２の電極を形成する工程は、前記第１の金属酸化膜を形成する工程の後にＩＴＯ
からなる第２の金属酸化膜を形成する工程を有することを特徴とする請求項１乃至４のい
ずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項６】
　前記第２の金属酸化膜を形成する工程は、前記第１の金属酸化膜を形成する工程の後に
、ＩｎとＳｎとを含む第２の金属膜を形成する工程と、前記第２の金属膜を、酸素ラジカ
ルイオンを使ったプラズマ酸化法を用いて酸化し、ＩＴＯからなる第２の金属酸化膜を形
成する工程と、を有することを特徴とする請求項５に記載の有機エレクトロルミネッセン
ス素子の製造方法。
【請求項７】
　前記第２の金属膜は、窒素を含むことを特徴とする請求項６に記載の有機エレクトロル
ミネッセンス素子の製造方法。
【請求項８】
　前記第２の金属酸化膜は、窒素を含むことを特徴とする請求項５乃至７のいずれか１項
に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項９】
　前記第２の電極を形成する工程は、前記第１の金属膜を形成する工程の前に、Ｉｎまた
はＳｎの単元素金属膜もしくはＩｎとＳｎとを含む第３の金属膜を形成する工程を有する
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス
素子の製造方法。
【請求項１０】
　前記第１の金属酸化膜を形成する工程は、前記第１の金属膜の全体を、酸素ラジカルイ
オンを使ったプラズマ酸化法を用いて酸化する工程を有することを特徴とする請求項１乃
至９のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項１１】
　前記プラズマ酸化法は、マイクロ波励起プラズマによる酸化であることを特徴とする請
求項１乃至１０のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項１２】
　前記プラズマ酸化法は、１３．５６ＭＨｚ以下の高周波を印加することにより、前記第
１の金属膜に入射するイオンエネルギとイオン照射量を制御してプラズマ酸化レートを精
密制御することを特徴とする請求項１１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製
造方法。
【請求項１３】
　前記第１の金属酸化膜を形成する工程は、減圧雰囲気のもとで、あるいは、水分濃度を
制御した不活性ガスまたはドライエアーガスに雰囲気を置換して大気圧から１００Ｔｏｒ
ｒまでの範囲の圧力のもとで、前記第１の金属膜を酸化する工程であることを特徴とする
請求項１乃至１２のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法
。
【請求項１４】
　有機エレクトロルミネッセンス素子を含む表示装置の製造方法であって、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子を、請求項１乃至１３のいずれか１項に記載の
製造方法で製造することを特徴とする表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は導電酸化物膜を含む電極または配線を備えた有機エレクトロルミネッセンス素
子および表示装置の製造方法に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　電子装置には導電酸化物膜（多くの場合実質的に透明である）を含む電極または配線を
備えたものがある。有機エレクトロルミネッセンス素子はその一例である。有機エレクト
ロルミネッセンス素子は互いに対向する２つの電極間に、発光層を含む有機材料膜を設け
た構成を備え、両電極間に電圧を印加することにより、有機物材料膜中の発光層に電子及
びホールを注入して、電子とホールの再結合により発光を行なっている。従来、この種の
有機エレクトロルミネッセンス素子には、透明な基盤上に、透明な電極を形成しておき、
発光層から発光を基盤側から取り出す形式のものと、基盤の電極上に形成された有機物材
料膜上に透明電極を設け、透明電極から発光層からの発光を取り出す形式のトップエミッ
ション型有機エレクトロルミネッセンス素子があり、ここでは、トップエミッション型有
機エレクトロルミネッセンス素子に限って説明する。
【０００３】
　光の透過性を有する導電性透明電極膜には、ITO（In2O3-SnO2）、IZO（In2O3-ZnO）、A
ZO（ZnO-Al2O3），ＳｎＯ２などの金属酸化膜材料がある。例えば、ITOなどは、LCDや有
機ＥＬ素子（以下：OLED）などのフラットパネルディスプレーに広く用いられている。ま
た透明でない導電性酸化物膜の電極または配線は、仕事関数の調整や密着性の向上などの
目的で各種電子装置に用いられている。このような導電性酸化物膜を反応性スパッタリン
グ法などで成膜する方法は、生産性、膜質（導電性、光透過性、表面平坦性）の点で優れ
ているため広く用いられている。
【０００４】
　図１（ａ）及び（ｂ）を参照して、従来のトップエミッション型有機エレクトロルミネ
ッセンス素子の素子構成、並びに、プロセス工程をそれぞれ説明する。図１（ａ）及び（
ｂ）に示されたように、この形式の有機エレクトロルミネッセンス素子は、非透明な基盤
１０を洗浄した後、当該基盤１０の表面に、第１の金属電極（陰極）１２を形成する。続
いて、第１の金属電極１２上に、発光層を含む有機物材料膜１４（通常は正孔注入層、正
孔輸送層、発光層、電子輸送層を含む）が形成され、当該有機物材料膜１４上には、陽極
を構成する透明な第２の電極１６が設けられている。図１（ａ）に示されているように、
第２の電極１６と第１の電極１２との間に、電圧を印加することにより、発光層１４から
の発光は第２の電極１６側から出射される。
【０００５】
　ここで、金属酸化膜を成膜して透明な第２の電極１６を形成する場合、前述したように
、反応性スパッタリング法が用いられることが多い。
【０００６】
　更に、特開２００３－７７６５１（特許文献１）には、この種のトップエミッション型
有機エレクトロルミネッセンス素子の製造において、透明な第２の電極の成膜の際、有機
物材料膜にダメージが発生することが指摘されている。更に、特許文献１は有機物材料膜
のダメージを軽減するために、有機物材料膜上にスパッタ保護膜を形成することが提案さ
れている。
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－７７６５１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前述した従来の成膜方法では、形成する基材（下層の有機物材料）に対する化学的な、
あるいは物理的なダメージが原因となり、性能低下の問題が発生する場合がある。例えば
、LCDでは、高分子などの有機物材料からなるカラーフィルムへの化学的構造欠陥ダメー
ジがある。また、OLEDでは、トップエミッション構造の場合の正孔注入層、正孔輸送層、
あるいは発光層への物理的欠陥準位ダメージ層が形成されホールの発生を抑制したりする
ダメージや、あるいは、電子とホールの再結合を妨げる欠陥準位を形成したりするトラッ
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プ欠陥準位形成ダメージがある。
【０００９】
　このようなトラップ欠陥準位ダメージの発生原因には、一般的には成膜時の熱や、プラ
ズマイオンなどの影響が大きいと言われている。これは、プラズマ空間の高エネルギの希
ガス（例えば、アルゴン）成分のイオン照射による基材表面温度上昇と、プラズマ励起空
間中のラジカル活性種の発生が原因と考えられている。特に、透明電極材料などの金属酸
化物膜では、一番大きなダメージ形成の要因は成膜時に発生する酸素イオンや酸素ラジカ
ルイオンなどの電荷を持った活性な酸化種成分による基材となる有機物材料表面への酸化
反応の促進や、あるいはアルゴンイオンなどのイオン照射による熱的化学反応による酸化
反応の促進や有機物材料膜の結晶化反応の促進という問題がある。これは、金属酸化物膜
を反応性スパッタリング法で形成する場合、金属酸化物材料や金属非酸化物材料をターゲ
ット電極材料にし、かつ、スパッタリング雰囲気中における金属酸化物膜への酸化効率を
向上させるために酸化反応促進用の酸素ガスや微量な水分（H2O）を混合供給しながら最
適な金属酸化物膜を形成するプロセスが必要であるためである。また、このように、プロ
セス空間の清浄度の劣化原因となる不純物成分を混合することは、スパッタリング膜形成
雰囲気のプラズマ励起空間において活性化した酸素が基材である有機物材料などとも表面
化学反応して、基材の膜組成変化あるいは基材構成分子の分解を生じてしまうという問題
になる。
【００１０】
　このような問題に対しての解決方法として、特許文献１は、基材である有機物材料と成
膜する透明電極材料の間に光透過性を損なわない程度に非常に薄い金属膜材料をスパッタ
するなどのスパッタ保護膜を設けることで、基材有機物材料表面の直接酸化を防ぐ方法を
開示している。しかし、このような方法ではスパッタ保護膜と反応性スパッタ膜との間に
基材との意図しない反応生成物膜（たとえば、酸化ニッケルなど）が生じるためこれが素
子の電気的特性を劣化させるという問題がある。また、膜積層工程が一つ増えるため、生
産性が下がり（プロセスのTAT時間の増大）、コスト（設備費用、材料費）が増大する上
、透明電極材料の光透過性の低下を避けることができないという問題がある。
【００１１】
　一方、対向電極スパッタリング法やECRスパッタリング法のように、プラズマ励起空間
領域と成膜材料の化学反応領域を基材から物理的に遠ざけることで、トラップ欠陥準位ダ
メージ層の発生を低減する方法もある。このような方法では、製造装置が大きく、複雑な
構造をとるだけでなく、さらにコストが増える上、完全に活性化酸素による表面化学反応
の影響や基盤の温度上昇という影響を回避することができないという問題がある。
【００１２】
　さらに、有機エレクトロルミネッセンス素子の多くは、基材上に形成する透明な第１電
極材料として、ITO導電膜が用いられており、このITO導電膜は、電子ビームやスパッタリ
ング法で形成された後透過率や導電率を向上させるための比較的高温での熱処理が施され
る。この熱処理工程が行われることにより、基材である有機物材料の膜組成や構成分子が
熱的なストレスや欠陥準位形成ダメージにより透過率や導電率が劣化するという問題が生
じる。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係る有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法は、基盤上の第１電極材料
の上に設けられた発光層を有する有機物材料膜の上に、非反応性スパッタリング法で金属
合金保護膜、あるいは、窒化金属保護膜を積層し、その保護膜の表面から酸素ラジカルイ
オンを使ったプラズマ酸化法を利用して金属酸化膜、あるいは、金属窒化酸化膜へと変換
させて、透明な第２の電極を形成する。
【００１４】
　本発明によれば、
　第１の電極と、発光層を有する有機物材料膜と、ＩＴＯ膜を有する第２の電極とを有す
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る有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法において、
　第１の電極を形成する工程と、
　発光層を有する有機物材料膜を形成する工程と、
　第２の電極を形成する工程と、を順に有し、
　前記第２の電極を形成する工程は、
　ＩｎとＳｎとを含む第１の金属膜を形成する工程と、
　前記第１の金属膜を、酸素ラジカルイオンを使ったプラズマ酸化法を用いて酸化し、Ｉ
ＴＯ膜からなる第１の金属酸化膜を形成する工程と、
を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法が提供される。
　また、
　「前記第１の金属膜を形成する工程は、非反応性スパッタリングで第１の金属膜を形成
する工程であること」、
　「前記第１の金属膜は、窒素を含むこと」、
　「前記第１の金属酸化膜は、窒素を含むこと」、
　「前記第２の電極を形成する工程は、前記第１の金属酸化膜を形成する工程の後にＩＴ
Ｏからなる第２の金属酸化膜を形成する工程を有すること」、
　「前記第２の金属酸化膜を形成する工程は、前記第１の金属酸化膜を形成する工程の後
に、ＩｎとＳｎとを含む第２の金属膜を形成する工程と、前記第２の金属膜を、酸素ラジ
カルイオンを使ったプラズマ酸化法を用いて酸化し、ＩＴＯからなる第２の金属酸化膜を
形成する工程と、を有すること」、
　「前記第２の金属膜は、窒素を含むこと」、
　「前記第２の金属酸化膜は、窒素を含むこと」、
　「前記第２の電極を形成する工程は、前記第１の金属膜を形成する工程の前に、Ｉｎま
たはＳｎの単元素金属膜もしくはＩｎとＳｎとを含む第３の金属膜を形成する工程を有す
ること」、
　「前記第１の金属酸化膜を形成する工程は、前記第１の金属膜の全体を、酸素ラジカル
イオンを使ったプラズマ酸化法を用いて酸化する工程を有すること」、
　「前記プラズマ酸化法は、マイクロ波励起プラズマによる酸化であること」、
　「前記プラズマ酸化法は、１３．５６ＭＨｚ以下の高周波を印加することにより、前記
第１の金属膜に入射するイオンエネルギとイオン照射量を制御してプラズマ酸化レートを
精密制御すること」、
　「前記第１の金属酸化膜を形成する工程は、減圧雰囲気のもとで、あるいは、水分濃度
を制御した不活性ガスまたはドライエアーガスに雰囲気を置換して大気圧から１００Ｔｏ
ｒｒまでの範囲の圧力のもとで、前記第１の金属膜を酸化する工程であること」、
も本発明の態様である。
【００１５】
　本発明では、有機エレクトロルミネッセンス素子を含む表示装置の製造方法であって、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子を、上記いずれかに記載の製造方法で製造する
ことを特徴とする表示装置の製造方法も提供される。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、従来から使用されている製造装置をそのまま用いることが可能であり
、有機物材料自身やその表面層への酸化ダメージやプラズマダメージを抑制することが出
来る上、堆積速度も従来技術とほとんど変わらないプロセスTAT時間を実現できるという
効果がある。
【００２２】
　また、反応性スパッタリングにより電極材料膜を形成した場合に生じる基材のダメージ
、あるいは基材との意図しない酸化化合物膜が基材とスパッタ膜の間に生じて基材層、あ
るいは基板層とスパッタリング膜との層間での電流-電圧特性が低下するという問題を回
避することができるという効果がある。すなわち、従来技術に対して、本発明を用いた素
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子においては、電圧に対する電流量が向上することになる。
【００２３】
　また、基材が単にキャリアの注入や輸送といった導電性だけでなく、発光などの機能を
有する場合、基材が酸化劣化することにより生じる発光色のシフト、非可視光発光化ある
いは非発光-熱失活になることを回避できるという効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　本発明は、金属酸化物膜を形成する際、当該金属酸化物膜材料に対応した金属材料膜ま
たは窒化金属材料膜を成膜した後、それを酸化することにより金属酸化物材料膜を形成す
るという方法にある。具体的に言えば、本発明は、まず、非酸化の単体金属、合金、また
は窒化金属材料膜だけを酸素ガスを供給しない条件でスパッタリング法で成膜し、次に酸
素プラズマ雰囲気でこの膜を表面から酸化し、所望の金属酸化物材料膜、あるいは、金属
窒化酸化物材料膜を形成する方法である。また、金属酸化物材料膜または金属窒化酸化物
材料膜の導電率を向上させるために、酸素ガスを供給しながら単体金属膜、金属合金材料
膜、窒化金属材料膜、金属酸化物材料膜あるいは金属窒化酸化物材料膜をスパッタリング
して、先の膜の上に積層する工程を組み合わせた方法である。
【実施例１】
【００２５】
　図２（ａ）～（ｆ）を参照して、本発明の第１の実施例に係る製造方法を工程順に説明
する。第１の実施例は、例えば、第２の電極としてITO膜を形成する場合、まず、基盤１
０を用意し（図２（ａ））、当該基盤１０を洗浄後、第１の電極１２を形成する（図２（
ｂ））。次に、前記第１の電極１２上に有機物材料膜１４を通常の手法により形成する（
図２（ｃ））。図示された有機物材料膜１４中には、発光層が含まれていることは言うま
でも無い。
【００２６】
　次に、第２の電極を形成するが、本発明では、第２の電極の形成の際、先ず、図２（ｄ
）に示すように、InSnの金属合金材料等の非酸化金属材料をターゲット電極材料とするス
パッタリング法で形成し、このInSnの金属合金材料膜１８を1～2nmの範囲の膜厚まで積層
する。次に、図２（ｅ）に示すように、プラズマ装置を用いた酸素ラジカルイオンを発生
させたプラズマ条件下で酸化処理を行う。このとき、先に形成されたInSnの金属合金材料
膜１８は、活性な酸素ラジカルイオンによって酸化され、金属酸化膜材料（ここでは、IT
O）膜１８’に変換させる。このような方法で、第２の電極を形成すると、基材である有
機物材料膜１４の表面は金属酸化膜材料膜（酸化InSn膜）１８’が酸化抑制のための保護
膜になり、酸化ダメージやプラズマダメージを生じなくなる。
【００２７】
　上記した工程は、真空を維持した雰囲気のもとで、あるいは、水分濃度を制御したN2ガ
ス、またはドライエアーガスの雰囲気を維持した大気圧から100Torrまでの範囲の圧力の
もとで、基盤を搬送し、連続して行なわれることが望ましい。
【００２８】
　最後に、第２の電極の導電率を向上させるために、InSnの金属合金材料膜などの非酸化
金属材料膜をターゲット電極材料とするスパッタリング法で堆積速度を向上させたプロセ
ス条件で形成し、このInSnの金属合金材料膜を100～200nmの範囲の膜厚まで積層した後、
金属酸化膜材料膜１８’と同様に、当該金属酸化膜材料膜２０に変換する。ここで、金属
合金材料膜18’及び２０としては、窒素を含んだ金属合金材料膜（窒化金属材料膜）を使
うと、さらに酸化ダメージを低減できる。
【実施例２】
【００２９】
　図３を参照して、本発明の第２の実施例に係る製造方法を工程順に説明する。この実施
例は、例えば、第２の電極としてITO膜を形成する場合、まず、図３（ａ）に示すように
、基盤１０を用意し、この基盤１０を洗浄後、第１の金属電極膜１２を図３（ｂ）に示す
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ように形成する。次に、図３（ｃ）に示すように、前記第１の金属電極膜１２上に、発光
層を含む有機物材料膜１４を形成する。
【００３０】
　更に、この実施例では、第２の電極を形成するために、図３（ｄ）に示すように、先ず
、InSnのような金属合金などの非酸化金属材料をターゲット電極材料とするスパッタリン
グ法で形成し、このInSnの金属合金材料膜を1～2nmの範囲の膜厚まで積層して、金属合金
材料膜２２を成膜する。
【００３１】
　金属合金材料膜２２上に、第１の実施例と同様に、InSnの金属合金材料膜１８を成膜す
る。即ち、図示された金属合金材料膜は、非酸化金属材料をターゲット電極材料とするス
パッタリング法で1～2nmの膜厚まで積層される。続いて、当該金属合金材料膜１８には、
図３（ｅ）に示すように、プラズマ装置を用いた酸素ラジカルイオンを発生させたプラズ
マ条件下で酸化処理が施される。この結果、先に形成されたInSnの金属合金材料膜は、活
性な酸素ラジカルイオンによって酸化され、金属酸化膜材料（ここでは、ITO）膜１８’
に変換される。このように、プラズマ装置を用いた酸素ラジカルイオンを発生させたプラ
ズマ条件下で酸化処理を行うと、先に形成されたInSnの金属合金材料膜１８は、活性な酸
素ラジカルイオンによって0.5～1nmの範囲の膜厚まで酸化され、金属合金膜の表面層の一
部を金属酸化膜材料（ITO）膜１８’に変換される。
【００３２】
　更に、図３（ｆ）に示すように、金属酸化膜材料膜１８’上には、InSnの金属合金材料
膜などの非酸化金属材料膜をターゲット電極材料とするスパッタリング法で堆積速度を向
上させたプロセス条件で形成し、このInSnの金属合金膜材料を100～200nmの範囲の膜厚ま
で積層した後、金属酸化膜材料膜１８’と同様に、当該金属酸化膜材料膜２０に変換する
。ここで、金属合金材料膜１８’及び２０としては、窒素を含んだ単体金属または金属合
金の材料膜（窒化金属材料膜）を使うと、さらに酸化ダメージを低減できる。
【００３３】
　このような方法で、第２の電極を形成すると、基材である有機物材料の表面層は、界面
層に残っている金属合金材料膜２２が酸化抑制のための保護膜になり、酸化ダメージやプ
ラズマダメージをさらに低減できる。
【実施例３】
【００３４】
　図４を参照して、本発明の第３の実施例に係る製造方法を工程順に説明する。図４（ａ
）、（ｂ）、及び（ｃ）に示すように、基盤１０上に第１の金属電極膜１２を成膜し、当
該第１の金属電極膜１２上に、有機物材料膜１４を形成する点は前述した他の実施例と同
様である。この実施例では、有機物材料膜１４の保護膜として、図４（ｄ）に示すように
、非晶質の単元素金属材料膜２４を有機物材料膜１４上に形成している点で、他の実施例
と相違している。この例では、Ｉｎ又はＳｎ等を非酸化金属材料をターゲット材料とする
スパッタリングが行なわれ、第１の単元素金属材料膜２４が１ｎｍの膜厚だけ成膜される
。
【００３５】
　次に、図４（ｅ）に示すように、InまたはSnの第１の単元素金属材料膜２４上に、Ｉｎ
Ｓｎの第２の金属合金材料等の非酸化金属をターゲット電極材料とするスパッタリング法
で形成し、このInSnの金属合金材料膜を1～2nmの範囲の膜厚だけ積層して、金属合金材料
膜１８を形成する。次に、プラズマ装置を用いた酸素ラジカルイオンを発生させたプラズ
マ条件下で上層の第２の金属膜材料膜１８のみを酸化処理して、図４（ｆ）に示すように
、第２の金属酸化物材料膜１８’を形成する。このとき、図４（ｅ）で形成されたInSnの
第２金属合金材料膜１８は、活性な酸素ラジカルイオンによって1～2nmの範囲の膜厚だけ
酸化され、第２の金属合金材料膜１８のみが金属酸化膜材料（ITO）膜１８’に変換され
る。このような方法で、第２の電極を形成すると、基材である有機物材料の表面は、界面
層に保護膜として残っている単元素金属材料膜２４により保護され、酸化ダメージやプラ
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ズマダメージを完全に抑制できる。
【００３６】
　最後に、第２の電極の導電率を向上させるために、InSnの金属合金材料膜などの非酸化
金属材料膜をターゲット電極材料とするスパッタリング法で堆積速度を向上させたプロセ
ス条件で形成し、このInSnの金属合金材料膜を100～200nmの範囲の膜厚まで積層すると共
に、当該金属合金材料膜を上記した酸化処理と同様に金属酸化物材料膜２０にする。ここ
で、単元素金属膜材料、あるいは金属合金材料膜としては、窒素を含んだ金属合金材料膜
を使うと、さらに酸化ダメージを低減できる。
【実施例４】
【００３７】
　図５を参照して、本発明の第４の実施例に係る製造方法を工程順に説明する。この実施
例においても、第２の電極として、ITO膜を形成する場合を説明する。まず、基盤１０（
図５（ａ））を洗浄後、当該基盤１０上に窒素を含む第１の金属電極膜１２を第１の電極
として成膜し（図５（ｂ））、続いて、第１の電極上に有機物材料膜１４を形成する。
【００３８】
　次に、有機物材料膜１４上に第２の電極を形成するが、この実施例では、第２の電極の
形成工程が他の実施例と異なっている。具体的に説明すると、先ず、InSnに窒素を含む第
１の金属合金、あるいは窒素を含む金属などの非酸化金属材料をターゲット電極材料とす
るスパッタリング法で、InSnの合金または単体金属に窒素を含む非晶質の第１の窒化金属
材料膜２６が１ｎｍの膜厚だけ成膜される（図５（ｄ））。この場合、第１の窒化金属材
料膜２６は、上に述べたように単体金属たとえばInまたはSnと窒素を含む窒化金属材料膜
であっても良い。
【００３９】
　次に、図５（ｅ）に示すように、窒化金属材料膜２６上に、InSnと窒素を含む金属合金
材料、あるいは、窒素を含む金属膜材料などの非酸化金属材料をターゲット電極材料とす
るスパッタリング法で、第２の窒化金属材料膜２８が形成される。この場合、第２の窒化
金属材料膜は1～2nmの範囲の膜厚を有している。
【００４０】
　続いて、プラズマ装置を用いた酸素ラジカルイオンを発生させたプラズマ条件下で上層
の第２の窒化金属材料膜２８のみが酸化処理され、第２の窒化金属酸化物材料膜２８’が
形成される。このとき、第２の窒化金属材料膜２８のみが活性な酸素ラジカルイオンによ
って1～2nmの範囲の膜厚だけ酸化され、窒化金属酸化膜材料（ITO）膜２８’に変換され
る。このような方法で、第２の電極を形成すると、基材である有機物材料の表面層は、界
面層に一部分残っているInSn膜（第１の窒化金属材料膜２６）が酸化抑制のための保護膜
になり、酸化ダメージやプラズマダメージを完全に抑制できる。最後に、第２の電極の導
電率を向上させるために、InSnと窒素を含む窒化金属合金材料などの非酸化金属材料をタ
ーゲット電極材料とするスパッタリング法で、堆積速度を向上させたプロセス条件で、窒
化金属合金材料膜などの非酸化金属材料膜を100～200nmの範囲の膜厚まで積層した後、前
述と同様な酸化処理を行い、第２の窒化金属酸化物材料膜３０を形成する。
【００４１】
　なお、上記の実施例は全てトップエミッション型有機エレクトロルミネッセンス素子の
製造方法に例をとり、かつその上部電極の形成に本発明を適用した場合について説明した
が、下部電極の形成にも本発明を適用しても良い。また、図６（ａ）及び（ｂ）、並びに
、図８（ａ）及び（ｂ）に断面図および平面図でそれぞれ示すボトムエミッション型有機
エレクトロルミネッセンス素子の導電性透明電極（下部電極）の形成にも、さらにそれに
加えて対向電極（上部電極）の形成にも本発明を適用できるし、図７（ａ）及び（ｂ）、
図８（ａ）及び（ｂ）に一部断面図・平面図で示すようなアクティブマトリックス形のト
ップエミッション型およびボトムエミッション型有機エレクトロルミネッセンス素子の透
明電極の形成、対向電極の形成にも本発明は適用できる。さらに、液晶表示装置の透明電
極等の導電性酸化物電極または配線、半導体装置やその他あらゆる電子装置における導電



(9) JP 4817609 B2 2011.11.16

10

20

30

性酸化物を含む電極または配線の形成に本発明は適用して効果がある。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　以上説明したように、本発明は有機エレクトロルミネッセンス素子、当該有機エレクト
ロルミネッセンス素子を含む表示装置、及び、表示装置を含む電子装置に適用できる。ま
た、液晶表示装置の透明電極等の導電性酸化物電極または配線、半導体装置やその他あら
ゆる電子装置における導電性酸化物を含む電極または配線の形成にも本発明は適用できる
。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】（ａ）及び（ｂ）はそれぞれ従来の有機エレクトロルミネッセンス素子の概略構
成及び製造工程を説明する図である。
【図２】（ａ）～（ｆ）は本発明の第１の実施例に係る有機エレクトロルミネッセンス素
子の製造方法を工程順に説明する断面図である。
【図３】（ａ）～（ｆ）は本発明の第２の実施例に係る有機エレクトロルミネッセンス素
子の製造方法を工程順に説明する断面図である。
【図４】（ａ）～（ｇ）は本発明の第３の実施例に係る有機エレクトロルミネッセンス素
子の製造方法を工程順に説明する断面図である。
【図５】（ａ）～（ｇ）は本発明の第４の実施例に係る有機エレクトロルミネッセンス素
子の製造方法を工程順に説明する断面図である。
【図６】（ａ）及び（ｂ）はそれぞれ本発明が適用される他の有機エレクトロルミネッセ
ンス素子の概略構成断面図及び平面図である。
【図７】（ａ）及び（ｂ）はそれぞれ本発明が適用される他の有機エレクトロルミネッセ
ンス素子の一部断面図及び平面図である。
【図８】（ａ）及び（ｂ）はそれぞれ本発明が適用される他の有機エレクトロルミネッセ
ンス素子の一部断面図及び平面図である。
【符号の説明】
【００４４】
　　１０　　　基盤
　　１２　　　第１の金属電極膜
　　１４　　　有機物材料膜
　　１８　　　金属合金材料膜
　　１８’　　金属酸化物材料膜
　　２０　　　金属酸化物材料膜
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摘要(译)

要解决的问题：为了解决在通过反应溅射法在有机材料膜上形成电极材料时在有机材料膜中发生显示缺陷水平形成损坏的问题。 
ŽSOLUTION：在通过非反应性溅射方法在有机材料膜上层压导电材料保护膜之后，通过使用氧自由基离子的等离子体氧化方法转
化为氧化物膜，从该膜的表面形成电极。低电子温度高密度等离子体装置。因此，通过在由导电保护膜覆盖的状态下将有机材料膜
转化为氧化物膜，可以控制在有机材料膜中发生的缺陷水平形成损坏。 Ž
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